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１．自治体の基本情報

基本情報

地域連携・地域移行における市区町村の現状・課題

・ 地域クラブ活動における指導を地域の指導者に依頼するにあたり、専門的知識の

ある人材の量的・質的確保が難しい。

・ 指導者への謝礼等を行う運営母体の構築や組織編成が難しい。

・ 学校によっては生徒数の減少に伴い,部活動が設置できなかったり単独校でチーム

を組むことが厳しかったりするケースもある。15年後を想定した時、生徒数が半減する

区もあり、学校の枠に捉われない持続的で広範な活動が求められる。

・ 中学生数や実施種目等が区や学校によって大きく異なるため、一律同じ方法で

地域クラブ活動に変更することは難しい。

・ 市立中学校において長時間勤務の実態があり、部活動指導が教員の多忙感に

繋がっているケースは多い。

・ 「休日のみ」の地域クラブ化では、指導のWスタンダードが生じることがある。平日の

活動を視野に入れた「平日と休日の一貫した指導」が求められる。

・ 国や市の意向を、広く周知させていくことが課題である。

人口 767,565人 部活動数 618部活

公立中学校数 57校 市区町村の協議会・検討会
議等の設置状況

設置済

公立中学校生徒数 17,706人 市区町村の推進計画・ガイド
ライン等の策定状況

策定済

（新潟市教育委員会）

（新潟市 区別男女別年齢別人口HP）

本市における生徒数減の状況（令和５年度）

新潟市全体 0歳 15歳 42歳（親世代）

人口（人） 4,668 6,761 約10,000

15歳人口に
対する割合

６９％ １００％

新潟市立中学校 月別時間外勤務時間の割合（令和３年度）
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２．実証内容と成果

運営体制・役割

年間の事業スケジュール

Stage1（R4後期～R5前期）地域クラブ活動の在り方に関する検討

・生徒・保護者へのアンケート実施、集約

・市スポーツ協会理事会、各区教育ミーティング、教育委員会定例会、教育総合会議で説明

・推進協議会（有識者会議）による協議・検討（計３回）

Stage2（R5後期前半）ニーズの把握・関係者への周知

・子どもや保護者に情報提供する団体の条件を検討

・現小学生・保護者への今後の見通しの説明（動画配信）

・各区長・副区長への説明・周知、議会での説明

Stage3（R5後期後半）実施主体の把握・協力依頼

・専用ホームページの開設

・市スポーツ協会、各競技団体、学校開放団体等への意識調査、受け入れの検討依頼

・専門機関の設置、団体リスト・指導者リストの仕組み作り、補助制度の検討

▼運営体制図（市区町村における推進体制図） ▼行政組織内での役割分担

⚫ 教育委員会（学校支援課）

〇地域クラブ活動推進事業全般

・地域クラブ活動に関する周知  ・学校への応対・助言

・団体リスト・指導者リストの作成 ・体験会の企画運営

・練習場所の環境整備（キーボックス） ・区担当者との連携

・補助金制度の準備 ・市長部局と連携

・自治協議会や市PTA連合・教職員組合等への説明

⚫ 首長部局（文化スポーツ部 等）

・実行委員による計画立案

・競技団体、文化芸術団体への連絡、情報提供・とりまとめ

【地域スポーツクラブ活動体制整備事業】

４月 推進協議会①

５月 代表者による情報交換会①

各団体個別対応

６月 推進協議会②

８月 代表者による情報交換会②

９月 推進協議会③

１１月 中間報告

１月 国委託事業 意識調査

３月 精算・成果報告
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２．実証内容と成果

地域スポーツクラブ活動の運営実績

拠点校（団体）数 ９校（運営団体） 地域クラブ活動に取り組んだ
種目

陸上競技、軟式野球、サッカー、バスケットボール、バレーボール、ソフトテニス、バドミントン、剣道、柔道

地域クラブ活動に取り
組んだ実施主体数

２５実施主体

拠点校名 新潟市立南浜中学校

地域クラブ活動に移行
した部活動数

１部活

地域クラブ活動で実施
した種目

サッカー

運営主体名 新潟北サッカーコミュニティMINAMIHAMA

運営類型 その他（その他の類型）

１か月あたりの平均的な
活動回数

サッカー：月４～５回程度

指導者の主な属性 地域の指導者（ライセンス所有）

活動場所 南浜中学校他グラウンド、周辺の球技場
など

主な移動手段 徒歩、保護者の送迎、自転車など

１人あたりの参加会費等
（年額）

６５００円

１人あたりの保険料 スポーツ安全保険
生徒１人あたり：800円/年

指導者１人あたり：1,850円/年

▼活動概要 ▼運営体制図（地域クラブ活動を実施する際の運営体制図）

主な取組例

（新潟市教育委員会）
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：ア．関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

・地域クラブ活動のための推進協議会を立ち上げ、新潟市の方針について協議を行う。

・市教委と文化スポーツ部で実行委員を編成し、学校や関係団体との連絡調整・指導助言を行う。

・実施主体が活動するために必要となる消耗品費、謝金・旅費、会場借料（学校施設は¥0）のバランスを見取る。

取組事項

今年度、地域クラブ活動推進協議会を立ち上げ、本市の基本方針素案に

ついて協議を行った。この会に、令和5年度の国委託事業における実施主体

代表者からも参画してもらうことで、現場の感覚や思いを協議会員に伝えたり、

検討された内容を実施主体に還元したりする仕組みを築いてきた。

また、推進協議会事務局が実行委員となって毎週定例ミーティングを行い、

制度設計（仕事の洗い出し、役割分担、外部機関との連携の在り方、諸

手続きの方法、実施場所、利用時間帯等）について検討を行った。

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

活動を進めていくにあたり、団体の運営面、指導面での課題を解決できるよ

うに、実施主体の代表者による情報交換会を数回行った。代表者間で、「指

導者ライセンスの必要性」「国委託事業の仕様」「兼職兼業の在り方」などに

関する協議や、各実施主体の活動内容等の情報交換が行われた。代表者

からは、「他団体の取組を参考にしたい。」という声があげられた。

地域クラブ活動の立ち上げについて、直接、市教委担当から各競技団体に

投げかけ、専門家が指導するケースや、学校が地域の実態を把握し、地域

人材をうまく活用するケースにおいて、専門的指導の有効性が認められた。

特に
工夫した
事項

令和6年度に、教育委員会内の専門部署として「地域クラブ活動推進室」を立ち上げ、国の委託事業とともに市の支援事業を開始する。

団体リストの作成も含め、各競技団体との連携をさらに深め、団体数や指導者数が十分確保できるようにすることが重要である。

また、これまでの実施主体がとってきた1000～1200円/時の謝金設定を参考に、補助事業を展開していく。なお、兼職兼業に関する周知

や方法、他市町村との情報共有等については、今後も検討を重ねていく。

今後の
課題と
対応方針

（推進協議会資料）
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：イ：指導者の質の保証・量の確保

・指導者が実技指導を行うために必要となる謝金、旅費、保険料などの妥当性を検討する。

・競技団体に所属する専門家や部活動の顧問など、専門的な指導が可能な人から指導に当たってもらう仕組みを整備する。その際、技術指導

だけでなく、中学生への適切な指導の在り方についても検討する。

取組事項

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

地域クラブ活動の立ち上げに際し、学校支援課地域移行グループの各実施主体担当者が活動視察に行き、実態把握と共に個別の課題に

ついて相談に応じられるようにした。

また、推進協議会、実行委員会、自治協議会などで、指導者育成に関する情報交換や検討を複数回行った。地域クラブ活動が「中学生を

対象とした活動」であることを鑑み、指導者がコーチングや生徒理解などについて学ぶ機会を設定し、生徒が活動に安心安全に参加できるよう

な制度設計が必要であることが明らかになった。

特に
工夫した
事項

市スポーツ協会や各競技団体に指導者の依頼を継続していくとともに、市として指導

者リストを作成し、希望する実施主体とのマッチングを図れるようにしていく。また、指導

者の質を保証するため、団体リスト掲載を希望する実施主体の指導者は、新潟医療

福祉大学教授を講師とするオンデマンド研修を受講することを必須要件とする。

現在、保護者見守りが多く負担感が大きい。また、今後、専門性の高い指導者への

謝金について受益者負担が増加することが予想される。

今後の
課題と
対応方針

（オンデマンド研修資料：新潟市教育委員会HPより）

す

た

る

地域クラブとしての実施について学校等で検討し、保護者会の同意を

得たり地域の専門家に依頼したりして運営体制を構築した。地域クラブ

活動に参加した生徒を対象としたアンケートの結果、回答した297名の

うち88.8％が「（とても）満足している」と回答し、専門家による指導の

必要性が明確となった。（右図参照）

指導者へのアンケートでは、79.2％が「取組に（とても）満足してい

る」と回答した。理由として、「技能向上」「生徒の意欲の高まり」が挙げ

られた。指導力の高い指導者を配置することの重要性が認められた。

費用負担に関する保護者の声はあまり聞かれない。

取組の
成果

（地域クラブ活動意識調査：新潟市教育委員会）

技能や体力が向上したから

新たなことにチャレンジできたから

専門的なことを学べるから

他校の生徒と関われたから

指導者や地域の方と関われたから

多様な活動を経験できたから

○現在の地域クラブ活動に「（とても）満足している」と回答した人のみ、理由を教え

てください。（単位：人） ※複数回答可
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：カ：参加費用負担の支援等

・就学援助世帯相当に属する家庭の中学生に対する補助の在り方について検討する。取組事項

上記の取組について検討してきたが、第三者（地域クラブ活動の指導者）が、当該の生徒の家庭の生計に係る状況を知ること

となるため、これを個人的かつナイーブな問題であると捉え、実施を見送った。

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

（省略）

特に
工夫した
事項

現在、市の支援事業として、指導者謝金の一部助成を検討している。立ち上げのための補助ではあるが、生徒が参加する際に

係る費用を軽減できるものとして捉えている。

今後の
課題と
対応方針
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２．実証内容と成果

参考資料（アンケート結果、広報物、協議会等で使用した資料の抜粋等）

◆現在、地域クラブ活動に参加している生徒・保護者を対象とした意識調査（選択肢グラフ、自由記述テキストマイニングより）

次年度も「参加したい」という生徒は約73%。自由記述からは、生徒の「やりたい」とい
う思いや、技能を高め、上位大会を目指したいというキーワードが見られる。また、他校の
生徒との関わりのよさや、地域クラブとして文化活動への関心を挙げた生徒も多かった。
試行初年度という実施主体も多いため、次年度の活動参加を迷っている生徒もいると

思われる。「参加したくない」と答えた生徒の多くは、「休日は休みたい」と回答した。

（生徒向け）これからも、地域クラブ活動に参加したいと思いますか。 （保護者向け）これからも、地域クラブ活動に参加させたいと思いますか。

次年度も「参加させたい」という保護者は約65%で、「子どもに任せる」という意見も多
かった。自由記述には、「部活動より基礎を教えてもらえる」「部活動ではなく、地域の活
動になるなら・・・」「平日、部活動のあとに引き続き行っていて・・・」など、部活動を基準に
考えている傾向がある。また、「思わない」「どちらとも言えない」と回答した保護者の一部か
らは、金銭面、送迎、指導者に関する課題が挙げられた。

ないなら いけない
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２．実証内容と成果

参考資料（活動写真）

【新津ランニングクラブ：練習後ミーティングでその日の活動を振り返る】 【FC内野：民間のクラブチームとのフレンドリーマッチ】

【高志中等教育学校女子サッカー：ボール操作技術向上のための基礎練習】 【巻西中ベースボールクラブ：世代交代に係る練習後ミーティング】
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２．実証内容と成果

地域スポーツクラブ活動の実施に至るまでの合意形成プロセス

推進協議会設置

関係者へ情報提供

制度設計

（情報収集）

リスト掲載団体

への支援

市民、生徒、

保護者への周知

リスト掲載数の

増加

地域クラブ活動の

充実

・関係者：大学教授、市校長会、市中体連、市P連会長、組合執行委員長、市スポ協、スポーツ振興会、CS代表等。
○市の方針について多様な立場から様々な意見をいただいた。（令和5年度3回実施）
▲協議内容が非常に多い。（休日平日を一体とした取組、本市における学校部活動の実態、地域クラブ化への課題等）

令和５年 令和６年 令和７年 令和８年

●推進協議会

・本市の方向性について検討

●実行委員会

・たたき台となる計画を立案

・議会答弁

・自治協議会、校長会などで情報伝達・意見交換

・方針を示す説明動画の配信、意識調査

●地域クラブ活動推進室

・実施主体リストの作成・公開 ・市補助事業(補助金)

・指導者リストによる集約 ・体験会の実施①・②

・オンデマンド研修実施 ・教員の参画意識調査

・区によるコーディネート業務の実証事業 ・環境整備

・ジュニア専用枠利用状況/会場利用調整
（令和8年度以降は未定）

・関係者：市教委各課、市長部局
○毎週、定例ミーティングを実施し、スピード感ある
運営を行った。
▲決定機関の不明瞭さ。（最終決定に至るまでの
経緯を明確にする必要がある。）

・所属課：新潟市教委学校支援課
○学校や各競技団体、実施主体等を支える専門機関。
▲リスト掲載実施主体、指導者について、量と質の確保。

●地域スポーツクラブ活動体制整備事業における実践検証団体

・R3：1実施主体 →R4：4実施主体 → R5：25実施主体 → R6：48実施主体

○本事業を経て、運営方法や参加費の目処が立ち、行政支援なしで運営を始める実施主体がある。
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３．今後の方向性

地域スポーツクラブ活動の実施に至るまでの業務進行イメージ

教育委員会
文化スポーツ部

地域クラブ活動推進室 推進室または他部局担当

運営体制
構築

指
導
者
・
実
施
主
体
の
確
保

（２）地域クラブ活動体験会（複数回を想定） 

（３) 中学校入学予定者の児童・保護者への詳細の説明

（６）今後の部活動の在り方について通知

３ 施設利用について

４　指導者・実施主体・学校・市民等からの相談業務

（３）施設・設備等の調整 

（４）議会等への説明・周知

（５）市民への説明・周知

（１）実施主体の一覧又は情報にアクセスできる環境整備

検討

ニーズ
把握
周知

実施主体の

把握・依頼

調整
マッチング

体験
アクセス

（３）教育総合会議等における説明

（４）スポーツ協会理事会で情報共有・協力依頼

（１）実施主体・指導者等の条件の策定

（２）現小学生・保護者への今後の見通しや姿の説明

（３）子どもたちのニーズの把握・実態調査

（４）小・中学校への説明、学校が準備することの周知・依頼

（５）各区長への説明・周知・依頼　　

（１）市内中学校への実態調査

（２）市スポーツ・音楽芸能協会や連盟等への説明・周知・依頼

（３）中学生が活動可能な既存の実施主体・指導者の集約

（１）実施主体・指導者等の公募（市民・民間）

（２）団体の調整（マッチング） 

１ 実施主体・指導者の登録・承認等について

２ 学校施設の環境整備について

業務内容
（１）モデル事業・実証事業

（２）生徒保護者へのアンケート実施、集約

R8～～R5 R6・7

（５）推進協議会による協議・検討

（令和8年度以降は未定）
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３．今後の方向性

地域連携・地域移行の推進に向けた今後のロードマップ

グッドスタートのための３年間

部活動の縮小
活動例 ・外部指導者運営型

・協会連盟運営型
・保護者運営型
・法人団体運営型
・学校・保護者共同運営型
・民間団体運営型 等

自走化の中で
充実

イメージ

新潟市が整備促進

各種スポーツ、文化芸術活動の協会・連
盟、団体、保護者学校等に働き掛ける。

内容と時間を見直して、R8以降に実施することも想定
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